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○甲斐市議会だより有料広告掲載に関する要領 

平成23年2月24日 

議会告示第1号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、甲斐市広告掲載に関する要綱（平成22年甲斐市告示第297号。以下「要

綱」という。）及び甲斐市広告掲載に関する基準（平成22年甲斐市告示第298号。）の規

定に準じて、甲斐市議会が発行する甲斐市議会だより（以下「議会だより」という。）

への広告掲載に関し必要な事項を定めるものとする。 

（掲載の範囲） 

第２条 掲載することができる広告は、市民生活に関連したものとする。ただし、その内

容が次の各号のいずれかに該当するものは除く。 

(1) 市の公共性、中立性又は品位を損なうおそれのあるもの 

(2) 法令等に違反し、又は抵触するおそれのあるもの 

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第2

条に規定する営業に該当するもの 

(4) 貸金業の規制等に関する法律（昭和58年法律第32号）第2条に規定する貸金業に関

するもの 

(5) 政治活動、宗教活動、意見広告及び個人の宣伝に係るもの 

(6) 公の秩序又は善良の風俗に反するおそれのあるもの 

(7) 青少年の健全な育成を阻害するおそれのあるもの 

(8) 市税等を滞納しているものの広告 

(9) 美観風致を害するおそれがあるもの 

(10) その他、広告として掲載することが適当でないと議長が認めるもの 

２ 前項に定めるもののほか、広告掲載できる広告に関する基準は、甲斐市広告掲載に関

する基準の例による。この場合において、基準の第1中「要綱第3条第2項」は、「甲斐市

議会だより有料広告掲載に関する要領第2条第2項」、第8中「要綱第19条」は、「甲斐市

議会だより有料広告掲載に関する要領第8条」と読み替えるものとする。 

（掲載の優先順位） 
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第３条 広告の掲載の優先順位は、次のとおりとする。 

(1) 国、地方公共団体、公社、公益法人及びこれらに類するもの 

(2) 企業のうち公共的性格のあるもので、市内に事業所等を有するもの 

(3) 前2号に掲げるもの以外の企業及び自営業で、市内に事業所等を有するもの 

(4) その他広告として掲載することが適当であると議長が認めるもの 

（広告の掲載規格等） 

第４条 議会だよりに掲載する広告の規格及び掲載位置等は、次のとおりとする。 

(1) 広告枠については、最終頁（裏表紙）の下段とし、4枠を上限として掲載する。 

(2) 1枠の大きさは、縦55mm、横85mmとする。 

（広告の掲載料） 

第５条 広告の掲載は、議会だよりの発行号単位とし掲載料は、1枠につき1回20,000円（消

費税及び地方消費税を含む。）とする。 

（掲載希望者の募集方法） 

第６条 掲載希望者は、議会だより及び市ホームページ等により公募する。 

（広告掲載の申込み） 

第７条 掲載希望者は、広告掲載申込書（様式第1号）により、掲載を希望する議会だより

発行日の30日前までに、議長に提出するものとする。 

（広告主の決定） 

第８条 議長は、前条の規定による申込書の提出を受けたときは、あらかじめ議会広報常

任委員会の意見を聴いて、当該広告掲載の可否を決定するものとする。ただし、広告掲

載する広告の内容等について疑義が生じた場合は、要綱第19条に定める甲斐市広告審査

委員会の意見を聴くものとする。 

２ 広告掲載の申込みが広告掲載枠数を超えたときは、第3条の規定により広告主を決定す

るものとする。 

３ 前項の規定において、広告主を決定できない場合は、申込み順位により決定するもの

とする。 

４ 広告を掲載する位置は、前2項の規定により決定した順位により上段左枠、上段右枠、

下段左枠、下段右枠の順で決定するものとする。 
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５ 議長は、広告掲載の可否を決定したときは、その結果を広告掲載決定通知書（様式第2

号）又は広告非掲載決定通知書（様式第3号）により、申込者に通知するものとする。 

（広告原稿の提出） 

第９条 広告主は、広告を掲載する議会だよりの発行日の20日前までに、議長の指定する

方法により広告原稿を議長に提出するものとする。 

（掲載料の納付） 

第10条 広告主は、広告を掲載する議会だよりの発行日の14日前までに、広告掲載料を市

の指定する納入通知書により納付しなければならない。ただし、議長が特別の理由があ

ると認めるときは、この限りではない。 

（広告主の責務） 

第11条 広告主は、広告の内容その他の広告掲載された広告に関する一切の責任を負うも

のとする。 

２ 版下原稿及び電子データ等の作成経費は、広告主の負担とする。 

３ 広告掲載された広告に関し、第三者からの苦情若しくは被害の申立て又は損害賠償の

請求があったときは、広告主の責任及び負担により解決するものとする。 

４ 広告主は、広告掲載の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

５ 広告主は、広告の表示内容等について法令等の規制がある場合は、当該法令等を遵守

しなければならない。 

（広告掲載決定の取り消し） 

第12条 議長は、次の各号のいずれかに該当するときは、広告掲載の決定を取り消すこと

ができる。 

(1) 広告主が第9条に規定する期限までに広告原稿を提出しないとき。 

(2) 広告主が第10条に規定する期限までに広告掲載料を納付しないとき。 

(3) 前2号に規定するもののほか、議会だよりへの広告掲載が適切でないと議長が判断

したとき。 

２ 議長は、前項の規定により広告の掲載を取り消したときは、広告掲載決定取消通知書

（様式第4号）により広告主に通知するものとする。 

３ 第1項の規定により広告掲載の決定を取り消した場合において広告主に損害を生じる
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ことがあっても、甲斐市議会は、その責めを負わない。 

（掲載の取下げ） 

第13条 広告主は、自己の都合により、広告掲載の取下げをしようとするときは、発行日

の14日前までに、広告掲載取下げ書（様式第5号）により議長に申し出なければならない。 

（掲載料の還付） 

第14条 既納の広告の掲載料は、還付しない。ただし、広告の掲載が決定後、広告主の責

に帰さない理由により、広告が掲載できなかった場合は、この限りでない。 

（損害賠償） 

第15条 広告主は、その責めに帰すべき理由により広告掲載ができなくなり、甲斐市議会

に損害を与えたとき又は広告の内容により市及び市民等に不利益や実害を与えたときは、

その損害を賠償するものとする。 

（協議） 

第16条 この要領に定めない事項について疑義が生じたときは、議長と広告主双方が誠意

をもって協議し、解決を図るものとする。 

（その他） 

第17条 この要領に定めるもののほか、広告の掲載に関し必要な事項は、議長が別に定め

る。 

附 則 

この告示は、平成23年2月25日から施行する。 

附 則（令和5年7月14日議会告示第1号） 

この告示は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第7条関係） 

様式第２号（第8条関係） 

様式第３号（第8条関係） 

様式第４号（第12条関係） 

様式第５号（第13条関係） 

 


